
総合デジタル通信回線収容交換機用
ＤＢ

１ 設備量の算定
収容局ごとに、総合デジタル通信サービスの最繁時呼数を総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢの収容率及び１ユニット当たり最大処理最繁時呼数で除
したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を当該局の総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢユニット数とし、これに冗長化係数を乗じたも
のを当該局の冗長化後総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢユニット数とする。
２ 投資額の算定
次の算定式により局ごと総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢ投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、総合デジタル通信回線収容交換機
用ＤＢ投資額を算定する。
局ごと総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢ投資額
＝冗長化後総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢユニット数
×総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢユニット単価

消防警察トランク １ 設備量の算定
 消防警察トランク設置収容局ごとの消防警察トランク数は、局別収容回線数が２万回線未満の場合は２とし、局別収容回線数が２万回線以上の場合は、
当該回線数から２万を減じた後、１万で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）に２を加えた値とする。当該局の収容回線に他の単位
料金区域における消防警察トランク設置収容局の収容回線が含まれる場合は、当該他の単位料金区域における消防警察トランク設置収容局１局につき消防
警察トランク数を１加算する。さらに、当該局の収容回線に異行政収容回線が含まれる場合は、消防警察トランク数を１加算する。
 消防警察トランク設置収容局ごとに、の消防警察トランク数を消防警察トランク搭載架最大搭載数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるも
のとする。）を当該局の消防警察トランク架数とする。

２ 投資額の算定
次の算定式により局ごと消防警察トランク投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、消防警察トランク投資額を算定する。
局ごと消防警察トランク投資額
＝消防警察トランク数×消防警察トランク単価
＋消防警察トランク架数×消防警察トランク搭載架単価

警察消防用回線集約装置 １ 設備量の算定
警察消防用回線集約装置の割付対象として指定された収容局ごとに、以下の手順で警察消防用回線集約装置の台数を算定する。
 受付台収容局に設定された専用線回線数を、当該受付台収容局に対する割付対象として指定された消防警察トランク設置収容局ごとに、必要となる専用
線回線数を算定して割付処理を行い、割り付けられた専用線回線数を当該割付対象局の総割付回線数とする。
 割付対象局の警察消防用回線集約装置数は、当該割付対象局の消防警察トランク数が総割付回線数以下の場合には０とし、総割付回線数を超える場合に
は、当該割付対象局の総割付回線数を警察消防用回線集約装置最大収容回線数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）とする。
 の割付対象局の警察消防用回線集約装置数を警察消防用回線集約装置搭載架最大搭載数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）
を当該割付対象局の警察消防用回線集約装置架数とする。

２ 投資額の算定
次の算定式により割付対象局ごと警察消防用回線集約装置投資額を求め、全ての対象局について当該投資額を合算し、警察消防用回線集約装置投資額を算
定する。
割付対象局ごと警察消防用回線集約装置投資額
＝警察消防用回線集約装置数×警察消防用回線集約装置単価
＋警察消防用回線集約装置架数×警察消防用回線集約装置搭載架単価

き線点遠隔収容装置 １ 回線数の算定
国勢調査の調査区ごとの各サービスの回線数を次により算定する。なお、各（県、調査区）につき、世帯自県案分率、就業者自県案分率を算定する。県境
の調査区以外では、自県案分率は１となる。
世帯自県案分率（県、調査区）＝世帯数（県、調査区）÷総世帯数（調査区）
就業者自県案分率（県、調査区）＝就業者数（県、調査区）÷総就業者数（調査区）
 住宅用加入電話回線数

＝局ごと住宅用加入電話契約回線数÷調査区ごと世帯数の局ごと合計
×調査区ごとの世帯数×世帯自県案分率

令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報





		2020-05-22T14:54:24+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	（なし）




